
1　シルバー人材センター運営費補助金　23,750,000円

2　シルバー人材センター事業

　(1)　高年齢者の福祉の増進と生きがい対策として、臨時的かつ短期的な業務のあっせん

　　  （あっせん業務：技術、技能、事務、管理、折衝外交、一般作業、サービス）

　(2)　高年齢者の就業機会確保のための一般労働者派遣事業の実施

3,503,873円

一般作業 2,246件 7,962人 25,018人 137,957,998円

折衝外交 9件 52人 723人

2,475,620円

管　理 10件 140人 2,172人 9,998,533円

サービス 17件 68人 562人

368人

計 3,744件 11,612人 35,323人

871,176円

220,363,534円

技　能 1,386件 3,269人 6,264人 64,396,916円

事　務 70件 94人

第 3 章

1,159,418円

復
興
計
画

地域資源を活かして元気
産業を創造するまち

いきいきと働ける就業環
境を創出する

　下記のとおり、会員に対し就業機会を創出することにより、高年齢者の生きがい対策、地域社会への
貢献が図られた。

技　術 6件 27人 216人

契約金額

( 1 )

職群

第 2 節

区分 受託
件数

就業延
実人員

就業延
人員

地方債国(県)支出金 一般財源

総
合
計
画

労働費

労働福祉費

労働福祉費
多様なニーズに対応した
就業支援を推進する

(  )

(  )

(  )

予
算
科
目

1 目

5 款

1 項

成果に係る評価

労働者対策費

事　業　名 高年齢者就業支援事業

  （社）石巻市シルバー人材センターの運営を支援することにより、高年齢者の就業機会の確保と生き
がいの創出、地域社会への貢献を図る。

目的及び事業内容

小　事　業

成　　　　果

取　組　実　績

　震災直後と比べ、受注実績はかなり持ち直しの傾向にあるとともに、団塊世代の65歳到達を迎える
中、シルバー人材センターは高年齢者の生きがい対策等の役割を担っていることから、段階的に震災前
の水準に戻すべく、会員獲得・業務拡大を図っていく。

予算の執行状況
予算額

23,750,000

決算額の財源内訳

決算額

23,750,000 23,750,000

その他

（単位：円）
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　勤労者向け生活安定資金の融資あっせん事業の実施

　　市内中小企業従業員に対する低利での教育資金、生活資金の融資

　　・貸付限度額：200万円

　　・貸付期間：一般生活資金・7年以内、教育資金・10年以内（5年以内の据置期間を含む。） 

　　・貸付利率：一般生活資金・年2.50％、教育資金・年1.85％

平成23年度融資実績 件数

　（新規融資分） 金額

10,000,000 10,000,000 10,000,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

取　組　実　績

成　　　　果

　市内中小企業従業員に対する低利での融資により、福利厚生の向上が図られた。

1件

1,000,000円

成果に係る評価

　震災の影響による失業者増により、制度の利用者が激減していることから、制度の利用促進のため、
引き続き定期的な周知を行うとともに、本市の雇用対策と連動した取組みを推進していく必要がある。

小　事　業 労働者対策費

事　業　名 勤労者生活安定資金融資あっせん事業

予
算
科
目

5 款 労働費
総
合
計
画

目的及び事業内容

  生活安定のための資金を必要とする中小企業勤労者に対し、低金利で融資を行い、大企業との福利厚
生面での格差是正を図る。

1 項 労働福祉費 第 2 節
いきいきと働ける就業環
境を創出する

(  )

地域資源を活かして元気
産業を創造するまち 復

興
計
画

(  )

就業環境の改善を図る (  )

第 3 章

1 目 労働福祉費 ( 2 )
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　各種事業の実施により、地域における雇用機会の創出が図られた。

雇用状況

障害者雇用・就労アシスタント事業 障害福祉課

外国人漁業研修生受入支援事業 水産課

観光物産アンテナショップ運営事業 商工観光課

地場産品普及拡大事業 商工観光課

ニューツーリズム創出・受入体制構築事業 商工観光課

観光ＰＲキャラクター活用事業 商工観光課

39,879,000 33,378,715 33,378,715

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

5人 3人 

計 20人 14人 

成果に係る評価

　大震災の影響により一部事業の継続が困難となったが、当初の事業目的である産業の振興と雇用の促
進、障害者の雇用促進がそれぞれ図られた。
　なお、平成24年度からは、被災者の安定的な雇用機会の創出及び地域で若者・女性・高齢者・障害者
が活躍できる雇用機会を創出することを目的として、ふるさと雇用再生特別基金事業の後継事業である
「生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業」を実施している。

7人 5人 

1人 1人 

目的及び事業内容

　雇用情勢が厳しい地域において、地域の実情や創意工夫に基づき、地域求職者等を雇い入れて行う雇
用機会を創出する取組を支援するため、国が都道府県に交付金を交付し、その交付金を基に都道府県が
基金を造成し、地域における雇用機会の創出を図る。

復
興
計
画

1人 1人 

取　組　実　績

　石巻市の主要産業である水産業の振興、観光振興・地場産品の普及拡大等を図る事業に加え、障害者
雇用促進のための事業を実施することにより、新たな雇用を創出している。

成　　　　果

事業名 雇用者数

小　事　業 ふるさと雇用再生特別基金事業費

事　業　名 ふるさと雇用再生特別基金事業

地域資源を活かして元気
産業を創造するまち

2人 

3人 

うち新規雇用者数 担当課

3人 

2人 

いきいきと働ける就業環
境を創出する

(  )1 項 労働福祉費 第 2 節

(  )

予
算
科
目

5 款 労働費
総
合
計
画

第 3 章

2

(  )

目
ふるさと雇用再生特別
基金事業費

( 1 )
多様なニーズに対応した
就業支援を推進する
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◆非常勤職員配置状況

　総務部

　健康部

　産業部

　建設部

その他 一般財源

計 4人 

2,955,000 2,952,202

国(県)支出金 地方債

成果に係る評価

　東日本大震災の影響により、採用が7月に延期されたものの、行政事務に携わることを通じて、社会
人・職業人としての職業意識及び事務能力の向上を図るべく、職場内での指導・研修に努めた。
　なお、新規高卒者の就業対策については、震災等緊急雇用対応事業として実施している震災被災者就
労支援事業において、市内企業への雇用創出の機会を提供することにより、就業意欲の向上及び地元就
労人口の増加に努めている。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

2,952,202

取　組　実　績

　本人又は家族（保護者）が石巻市内に住所を有する新規高卒者で就職が決定又は内定していない方の
中から、4名を非常勤職員（嘱託）として採用した。

成　　　　果

　新規高卒者に就業の場を提供し、社会人・職業人としての意識やマナー等の知識を習得させることが
でき、就職の促進が図られた。

配置部署名 人数

1人 

1人 

1人 

1人 

小　事　業 緊急雇用創出事業費

事　業　名 緊急雇用創出事業（ワークシェアリング）

予
算
科
目

5 款 労働費
総
合
計
画

目的及び事業内容

　景気低迷の長期化により新規学卒者の求人が減少し就職状況が厳しいことから、新規学卒者への雇用
対策として、高等学校を卒業する見込みの就職希望者に就業の場を提供し、社会人・職業人としての意
識やマナー等の知識を習得させ、就職促進を図る。

1 項 労働福祉費 第 2 節
いきいきと働ける就業環
境を創出する

(  )

地域資源を活かして元気
産業を創造するまち 復

興
計
画

(  )

多様なニーズに対応した
就業支援を推進する

(  )

第 3 章

3 目 緊急雇用創出事業費 ( 1 )
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　緊急雇用創出事業の実施による失業者の雇用

　失業者を市が直接雇用、あるいは委託事業を実施することにより、就業機会を創出した。

　緊急雇用対策として失業者を臨時的に雇用することにより、雇用機会の創出が図られた。

雇用状況

89,693,000 77,597,407 77,597,407

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

計 120人 115人 

成果に係る評価

　景気低迷の長期化による厳しい雇用情勢が続くなかで、当初の事業目的である「次の雇用までの短期
的な就業の機会」の提供が図られた。
　なお、本格的な地域復興に向けた長期雇用の確保のため、本市の産業政策と連動した雇用創出に取り
組んでいく必要がある。

特別支援教育支援員配置事業 直接 12人 12人 学校教育課

一般事務補助等臨時職員（震災対応等）直接 28人 28人 商工観光課

中心市街地活性化管理運営事業 委託 5人 5人 商工観光課

下水道水洗化普及事業 直接 2人 2人 下水道課

総務課

固定資産税基礎資料整備事業 直接 12人 12人 
税務課

所得税・市県民税等申告業務 直接 6人 6人 

直接 2人 2人 

保管・保存文書整理事業 直接 3人 3人 

都市計画課
委託 19人 16人 

6人 

橋本氏資料整理事業 直接 4人 4人 
図書館

図書館分館蔵書データ整備事業

担当課

公道・公共施設維持管理事業
直接 10人 10人 

道路課
委託 11人 9人 

取　組　実　績

成　　　　果

事業名 区分 雇用者数 うち新規雇用者数

都市公園維持管理事業
直接 6人 

小　事　業 緊急雇用創出事業費

事　業　名 緊急雇用創出事業

予
算
科
目

5 款 労働費
総
合
計
画

目的及び事業内容

　経営状況の悪化に伴う企業の雇用調整等により、離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等
の失業者の生活安定を図る必要があることから、緊急雇用対策として失業者を臨時的に雇用することに
より就業の場を提供し、雇用機会の創出を図る。

1 項 労働福祉費 第 2 節
いきいきと働ける就業環
境を創出する

( 3 ) 職の再建

地域資源を活かして元気
産業を創造するまち 復

興
計
画

( 2 )
市民の不安を解消し、これまで
の暮らしを取り戻す

多様なニーズに対応した
就業支援を推進する

( 1 ) 雇用の維持と創出

第 3 章

3 目 緊急雇用創出事業費 ( 1 )
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　各種事業の実施により、地元被災者又は求職者の雇用機会の創出が図られた。

雇用状況

1,627,013,000 1,465,898,193 1,465,898,193

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

計 1,494人 1,415人 

成果に係る評価

　本事業については、次の雇用までの短期の雇用・就業機会を創出・提供する事業であることから、本
格的な地域復興に向けた長期雇用の確保のため、本市の産業政策と連動した雇用創出に取り組んでいく
必要がある。

外国人漁業実習生受入れ体制復旧事業 委託 4人 3人 水産課

雄勝石産業活性化事業 委託 2人 2人 雄勝総合支所地域振興課

ボランティア調整管理業務 委託 20人 17人 

応急仮設住宅環境整備等促進業務 委託 21人 18人 

水産課

応急仮設住宅管理運営業務 委託 169人 162人 

仮設住宅運営管理室

超低温冷蔵施設運営事業 委託 8人 8人 

震災被災者就労支援事業 委託 165人 155人 

震災被災者行政サポート事業 委託 512人 498人 

災害廃棄物対策課

商店街復興支援事業 委託 24人 22人 

商工観光課

災害廃棄物仮置場警備委託業務 委託 142人 119人 

農林課
震災被災者農業就労支援事業 委託 28人 22人 

松くい虫被害木伐採駆除等業務 委託 18人 15人 

337人 337人 商工観光課

巡回型被災高齢者等訪問事業 委託 44人 37人 福祉総務課

取　組　実　績

　震災の影響により離職を余儀なくされた地元被災者又は求職者（学卒未就業者を含む。）を中心に、
雇用創出の機会を提供することにより、市内産業の再生力の向上を目指すとともに、市外への就労人口
の流出防止に努めている。

成　　　　果

事業名 区分 雇用者数 うち新規雇用者数 担当課

震災対応等臨時職員 直接

小　事　業 重点分野雇用創出事業費（東日本大震災関係分）

事　業　名 震災等緊急雇用対応事業

予
算
科
目

5 款 労働費
総
合
計
画

目的及び事業内容

　今般の東日本大震災により、多くの方々が仕事に就けない状況にあることから、離職を余儀なくされ
た方の雇用の場を確保するため、国の雇用創出基金事業を活用することにより、雇用就業機会の創出を
支援する。

1 項 労働福祉費 第 2 節
いきいきと働ける就業環
境を創出する

( 3 ) 職の再建

地域資源を活かして元気
産業を創造するまち 復

興
計
画

( 2 )
市民の不安を解消し、これまで
の暮らしを取り戻す

多様なニーズに対応した
就業支援を推進する

( 1 ) 雇用の維持と創出

第 3 章

4 目
重点分野雇用創出事業
費

( 1 )
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